
令和５年度運営指導の実施状況、指摘
事項及び令和６年度の指導重点事項等
について

盛岡広域振興局医療介護課
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お話しすること

１ 令和５年度運営指導の実施状況について
２ 令和５年度運営指導の指摘事項について
３ 令和６年度介護保険施設等の指導に係る重点事項について
４ 各種申請・届出に係る留意事項について
５ 介護サービス情報の公表について
６ 令和６年度から適用される経過措置に係る留意事項について
７ 令和７年度以降適用される経過措置に係る留意事項について
８ 集団・運営指導、監査及び措置について
９ 自主返還及び返還命令について

〈参考〉BCP策定支援事業について
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１ 令和5年度実地指導の実施状況について

サービス事業者等
対象

事業所数
実地指導
実施数

文書
指摘数

口頭
指摘数

指定訪問介護事業所 40 6 13 10

指定訪問入浴介護事業所 2 2 0 0

指定訪問看護事業所 19 7 0 0

指定訪問リハビリテーション介護事業所 4 1 0 0

指定居宅療養管理指導事業所 2 0 0 0

指定通所介護事業所 40 9 19 20

指定通所リハビリテーション事業所 3 7 1 1

指定短期入所生活介護事業所 24 8 2 1

指定短期入所療養介護事業所 15 6 0 0

指定特定施設入居者生活介護事業所 2 1 0 0

指定福祉用具貸与事業所 8 0 0 0

指定特定福祉用具販売事業所 8 0 0 0

指定介護老人福祉施設 17 7 10 13

介護老人保健施設 15 6 3 3

指定介護療養型医療施設 0 0 0 0

合計 199 60 48 48

有料老人ホーム 54 18 35 27
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２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【介護報酬に関する事項】

【通所介護】
・各種研修や委員会の記録を文書で残していないことから、日時、参加者、
内容等を確実に記録すること。

【通所介護】
・介護職員処遇改善加算にある「介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員
と意見交換しながら、資質向上の目標及び具体的な計画を策定し、研修の実
施又は研修の機会を確保している。」について確認できなかったことから、
記録文書等の写しを提出すること。

【通所介護】
・中重度者ケア体制加算について「指定通所介護を行う時間帯を通じて、専
ら当該指定通所介護の提供にあたる看護職員を1名以上配置していること」と
されているが、勤務する看護職員が全員機能訓練指導員を兼務していること
から、勤務形態を見直す等して専従の看護職員が1名以上配置されるよう是正
すること。
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２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【介護報酬に関する事項】

【通所介護】
・口腔機能向上加算（Ⅱ）について「おおむね３月ごとの口腔機能の状態の
評価を行うこと」とされているが、評価欄が未記入となっている事例が散見
されたことから、適切な時期に評価を行うよう是正すること。

【通所介護】
・個別機能訓練加算（Ⅰ）イについて「理学療法士等が計画的に機能訓練を
行っていること」とされているが、サービス提供記録に機能訓練を行った者
の名前が記録されておらず、実際に理学療法士等が機能訓練を行ったかが不
明となっていることから機能訓練を実施した際には、担当した機能訓練指導
員の名前を記録に残すこと。

【通所リハビリテーション】
・運動器機能向上加算について、利用者ごとのニーズ達成に向けた目標期間
の設定が、長期目標は半年から一年程度、短期目標は三月程度の期間で設定
されているが、算定要件には長期目標がおおむね三月程度、短期目標がおお
むね一月程度とされていることから見直すこと。
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２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【介護報酬に関する事項】

【介護老人保健施設】
・療養食加算について、高脂血症の療養食加算を算定する場合、対象者の空
腹時定常状態におけるLDL-コレステロール値が140mg/dl以上である又はHDL-

コレステロール値が40mg/dl未満若しくは血清中性脂肪値が150mg/dl以上で
あることを確認する機会を定期的に設けること。

【人員、設備及び運営に関する事項】

【通所介護】
・勤務場所や職種等の記載がない労働条件通知書が確認されたため、労働条
件の詳細な内容を明確にした文書を交付すること。

【通所介護】
・自施設の看護職員が不在の場合は系列事業所の応援があるとのことであっ
たが、勤務表により看護師の勤務実態が分かるように明確にすること。
併せて、管理者及び生活相談員が介護職を兼務しているが、職種ごとの勤務
時間が分かるよう勤務表を作成すること。
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２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【通所介護】
・本体事業所及びサテライト事業所で、複数の職種を兼務している職員の職
種ごとの勤務時間が明確にされていないことから、月ごとの勤務表でそれぞ
れの職種における勤務時間を明確に分けた勤務表を作成すること。

【通所介護】
・複数の職種を兼務している職員について、職種ごとの勤務時間が明確にさ
れていないことから、月ごとの勤務表でそれぞれの職種における勤務時間を
明確に分けた勤務表を作成すること。

【通所介護】
・生活相談員については、「通所介護の提供を行う時間数に応じて専ら当該
通所介護の提供にあたる者を1人以上配置すること」とされているが、現在、
管理者が生活相談員を兼務しており、それぞれの時間が区分されていない。
ついては、管理者と生活相談員の勤務時間を明確化し、基準を満たすよう配
置を行うこと。

【通所介護】
・運営規程について、営業時間及び職員数の記載に誤りがあったため、修正
し変更届を提出すること。 7



２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【通所介護】
・運営懇談会が開設以来開催されていないことから、開催に向けた取り組み
を行うこと。

【通所介護】
・事業者は従業員が正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は家族
の個人情報を漏らすことがないよう、誓約書を徴する等の必要な措置を講じ
る必要があるが、誓約書が確認できなかったことから、適切な方法により在
職中及び退職後のいずれにおいても利用者等の秘密を保持する旨の誓約をさ
せること。

【通所介護】
・業務管理体制の整備について、平成21年以降変更届が提出されていないが、
法人名や代表者に変更が生じているため、振興局へ変更届を提出すること。

【通所介護】
・非常災害対策について、平成28年以降、災害対応マニュアルの内容改定が
行われておらず、緊急連絡先等、変更が必要な箇所が散見されたことから適
宜内容の更新を行うこと。 8



２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【訪問介護】
・雇用契約書及び辞令について、勤務場所が実際の状況と齟齬が生じている
ものがあった。
また、訪問介護と有料老人ホームを兼務している職員の雇用契約書及び辞令
に、兼務を行う旨の記載がなかった。
ついては、所定の手続きを行い、交付した雇用契約書及び辞令の写しを提出
すること。

【訪問介護】
・サービス提供責任者として配置することができる非常勤職員については、
当該事業所において定められている常勤の訪問介護員等が勤務すべき時間数
の2分の1以上に達しているものでなければならないが、基準を満たしていな
い職員がいることから是正すること。

【訪問介護】
・サービス提供責任者の変更届が提出されていないことから、振興局へ変更
届を提出すること。
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２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【訪問介護】
・業務管理体制の整備について、法令遵守責任者に変更が生じているが、振
興局へ変更届が提出されていないため、提出すること。

【訪問介護】
・訪問介護のサービス提供責任者は、原則常勤専従の職員を配置することと
されているが、訪問介護事業所のサービス提供責任者が併設有料老人ホーム
の施設長を兼務しているため、速やかに体制を見直すこと。

【訪問介護】
・従業員の秘密保持誓約書が、前法人との誓約書となっているため、現法人
の誓約書を従業員から微取し、その写しを提出すること。

【訪問介護】
・業務管理体制の整備届について、法令遵守責任者に変更が生じているため、
振興局へ変更届を提出すること。
【訪問介護】
・ハラスメント防止対策に関して、職場におけるハラスメントを防止するた
めの方針の明確化や相談体制の整備等を行うこととされているが、必要な措
置が講じられていないため整備を行うこと。 10



２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【通所リハビリテーション】
・サービス提供の記録が残されていない事例が確認されたことから、指定通
所リハビリテーションを提供した際には、提供日、提供した具体的なサービ
スの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録すること。

【介護老人福祉施設】
・辞令について、看護職員が機能訓練指導員を兼務しているが兼務を行う旨
の記載がなかった。
ついては所定の手続きを行い、交付した辞令の写しを提出すること。

【介護老人福祉施設】
・身体拘束の対象者について、拘束の開始と解除の記録がなく、また、拘束
の必要性の検討も形式的なものとなっていることから記録の整備及び介助時
の様子等を踏まえて、三要件に照らし真に必要な拘束であるか否かの判断を
行うこと

【介護老人福祉施設】
・預り金規定について、金銭等の預かりに関する具体的な内容（預かり当初
の入所者又は身元保証人からの同意や預かり証の発行等の記載、定期報告に
ついて等）を追記し必要な整備を行い、適切な金銭管理を行うこと。 11



２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【介護老人福祉施設】
・短期入所生活介護の運営規程について、「非常災害対策」の事項が不足し
ていることから、追加し変更届を提出すること。

【介護老人福祉施設】
・事業者は従業者が正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は家族
の個人情報を漏らすことがないよう誓約書を徴する等の必要な措置を講じる
必要があるが、誓約書が確認できなかったことから、適切な方法により在職
中及び退職後のいずれにおいても利用者等の秘密を保持する旨の誓約をさせ
ること。

【介護老人福祉施設】
・誤薬及び負傷により救急搬送となった事案について、各保険者あて事故報
告書を提出すること。

【介護老人福祉施設】
・預り金等（通帳、印鑑）の取り扱いについて、取扱要領等により入所時の
預かり証の発行と出入金事務処理手順を定めること。
また出入金の際には金銭管理責任者及び出入金の担当者が確認したうえで処
理が行われるように整備すること。 12



２ 令和5年度の実地指導の指摘事項について

【人員、設備及び運営に関する事項】

【共通】
・重要事項説明書の苦情相談窓口に、異なる保険者の相談窓口が記載されて
いたものがあったことから、利用者の保険者の窓口を記載すること。

※利用者の保険者が開設している相談窓口（各市町村の介護担当課）を記載
すること。

13



３ 令和６年度介護保険施設等の指導に係る重点事項に
ついて

１ 令和６年度介護報酬改定及び基準省令等の改正について
（１） 集団指導において令和６年度介護報酬改定及び基準省令等の改正の内
容について説明し、介護サービス事業者の理解を深めること。
（２） 実地指導において、令和６年度介護報酬改定に伴う要件や、基準省令
等の改正内容を満たしているか確認すること。
（３） 令和６年度６月以降、処遇改善に係る加算の一本化及び加算率の引上
げが行われているところであり、処遇改善加算未取得事業者に対する介護職員
処遇改善加算の新規取得に向けた働きかけをすること。

２ 非常災害対策及び感染症対策について
（１） 衛生管理、感染症や食中毒の発生の予防及びまん延の防止に関する委
員会の開催、指針の整備、研修及び訓練（シミュレーション）が行われている
かなど、感染症防止対策に万全を期すよう指導すること。
（２） 感染症や非常災害の発生時において、必要な介護サービスが継続的に
提供できる体制を構築するため、業務継続計画の策定、研修の実施、訓練の実
施が行われるよう指導すること。
（３） 令和６年度介護報酬改定に伴い、業務継続計画未策定減算が新設され
たことから、必要な措置が講じられていない場合に所定単位数が減算されてい
るか指導すること（経過措置の対象となる事業所等を除く）。
（４） 非常災害対策計画の策定や地域住民と連携した訓練等を実施するよう
指導すること。
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３ 事故防止対策について
（１） サービス利用者への介護サービスの提供に伴う事故が発生した場合に
は、速やかに当該利用者の家族等に連絡を行い、必要な措置を講じるとともに、
市町村（保険者）に速やかに報告するよう指導すること。
（２） 事故の内容及び処置が記録されているか確認するとともに、再発に向
けてその要因の分析、防止策の検討、職員への周知徹底等を図るよう指導する
こと。

４ 住宅型有料老人ホーム等における過剰なサービス提供について
（１） 併設する介護事業所から過剰なサービスが提供されていないか、入居
者の自立支援や重度化防止の観点も考慮しながら、適正なサービス提供を確保
するよう指導すること。

５ 高齢者虐待の未然防止及び苦情処理体制の整備について
（１） 身体拘束の有無を確認するとともに、「有」の場合は、その様態及び
時間、入所者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由等の記録・保管状況に
ついて確認すること。
（２） 「ＬＧＢＴ」（※）といった性的指向・性自認を持つ方に対しても配
慮するよう、利用者の意思・人格を尊重したサービス提供に努めるよう指導す
ること。

※ＬＧＢＴ…レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー
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（３） 高齢者虐待事案等問題のあった事業所等を経営する法人が、他の事
業所も経営している場合には、当該事業所に対して優先的に指導を行うこと。
（４） 苦情処理体制（相談窓口、苦情処理の手順、苦情内容の記録等）に
ついて確認するとともに、利用者等に継続して周知を図る等、苦情処理の取
組が効果的なものとなるよう指導すること。
（５） 令和６年度報酬改定により高齢者虐待防止措置未実施減算が新設さ
れたことから、必要な措置が講じていない場合に、速やかに改善計画が提出
されているか、改善計画に基づく改善状況を報告されているか、所定単位数
が減算されているか指導すること。

６ 介護情報サービスの公表について
（新規指定事業所及び「令和６年度介護サービス情報の公表に係る報告・調
査・情報公表計画（令和６年７月頃策定予定）」に記載された事業所のみ対
象）
（１）「令和６年度介護サービス情報の公表に係る報告・調査・情報公表計
画（令和６年７月頃策定予定）」に従い、報告を行っている（行う予定）か
確認すること。
（２）「令和６年度介護サービス情報の公表に係る報告・調査・情報公表計
画（令和６年７月頃策定予定）」において、調査対象となっている場合は、
調査への対応を行っている（行う予定）か確認すること。
≪参考≫
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1003732.html

16



引用：令和６年６月18日付け長第２６１号『令和６年度介護保険施設等の指導に係る重点事項について（通知）』

７ 「書面掲示」規制の見直しについて
令和６年度報酬改定により事業所の運営規定の概要等の重点事項等につ

いて、「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、
介護サービス事業者は原則として、重要事項等の情報をウェブサイト（法人
のホームページ等又は情報公表システム上）に掲載・公表しなければならな
いとされたことから、令和７年度の義務化に向け、周知を図ること。
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４ 各種申請・届出に係る留意事項について

（１）各種届出様式及び添付書類について

指定申請、指定更新申請、変更届及び事業廃止（休止、廃止）届の様
式、付表、参考様式及び添付一覧については、岩手県ホームページに
掲載していますので御確認ください。

岩手県ＨＰ：トップページ>盛岡広域振興局>保健福祉環境部・県央保健所>
様式ダウンロード>介護保険事業所申請、届出等関係様式（参考様式を含
む）
ＵＲＬ
https://www.pref.iwate.jp/morioka/hoken/youshiki/1012506.html
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４ 各種申請・届出に係る留意事項について
（２）各種申請・届出の提出期限について

【指定申請】
指定申請の場合は、事業開始概ね２月前までに盛岡広域振興局に相談のうえ、
事業開始予定日の概ね1月前までに指定申請書等を提出してください。

※１ 新規に介護サービス事業所を指定する際は、必ず新規事業所を現地確認しますの
で、御協力願います。（厚生労働省からの指導事項）

※２ 事業所の所在地を、盛岡市から盛岡市以外の市町へ移転した場合は、振興局に新
規指定申請を提出する必要があります。（手続き：振興局へ新規指定申請。盛岡市

へ廃止届。盛岡市へ移転した場合は、振興局へ廃止届。盛岡市へ新規指定申請。）

【指定更新】
指定有効期間は６年のため、有効期限の１月前までに指定更新申請書等を提出
してください。

※１ 年２回指定更新対象事業所にお知らせの通知を送っています。上期３月、下期９
月頃。通知がない場合も指定更新申請は必要ですので問い合わせ願います。

※２ 年度末等更新事業所が多い場合は、１月以上前に提出を依頼する場合があります
のでご協力願います。

※３ 同一事業所で介護予防のサービスを併せて受けており、それぞれの有効期限が異
なっている場合には、併せて更新できますので、希望する場合には介護予防事業所
の更新申請も提出願います。 19
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４ 各種申請・届出に係る留意事項について

【変更届】
変更後10日以内（介護保険法）に届け出をしてください。（変更届の様式に

記載されている内容に変更が生じた場合に変更届が必要となります。）
※１ 変更届の届出漏れが多い項目がありますので、再度確認願います。
・介護支援専門員の変更（特養、老健、介護療養型医療施設、特定施設）
・サービス提供責任者の変更(訪問介護)
・事業所の建物の構造、専用区画等の変更（全サービス）（現在提出の平面図に変更が
生じた場合に提出してください。移転、増改築の際は事前に連絡願います。）

※２ 現在、変更届の受理通知は、メールで送付していますので、適宜御確認願います。

【廃止（休止）届】
廃止（休止）日の１月前（介護保険法）までに届出をしてください。
※１ 利用者が別の事業所において介護サービスを継続利用できるよう配慮した上で、

廃止（休止）を行ってください。
※２ 届出様式の備考欄に廃止（休止）の理由を記載してください。

【再開届】
休止していた事業を再開する場合は、再開した日から10日以内（介護保険

法）届け出が必要です。（届出がないまま、介護報酬を請求した場合は、請求エ
ラーとなりますので、留意願います。） 21
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４ 各種申請・届出に係る留意事項について

（３）介護給付費算定に係る体制等に関する届出について

新規指定申請時及び新たに加算を算定する場合または算定していた加算の要件
を満たさなくなった等の理由により、加算を算定しなくなった場合等加算取得
状況に変更が生じた場合は、届け出が必要です。

①届出書類
「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
「介護給付費算定に係る体制状況一覧表」（別紙１）
※別紙１は、全てのサービスが記載されていますので、該当サービスが記載のページのみ印刷のうえ
提出願います。

②届出期限
・「算定開始月の前月15日」…訪問通所サービス・居宅療養管理指導・福祉用具貸与関係
・「算定開始月の初日」…短期入所サービス・特定施設入居者生活介護・施設サービス関係
※提出期限を過ぎてから提出された場合は、算定開始月が１月遅れますので、請求エラーとならない
よう、請求の際は、再度算定月を確認してください。

③加算が算定されなくなった場合
加算が算定されなくなった事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなります
ので、速やかに①の届出書類を提出してください。 23



４ 各種申請・届出に係る留意事項について

（４）業務管理体制の届出について

○ 実施しているサービス数により、届け出る書類が異なる。（下表のとおり）

○ 事業者として既に届出済みの場合は、提出は不要

○ 届出内容や届出先の区分が変更になった場合は、14日以内に変更届出書を提出

〇 法人の代表者、法令遵守責任者等が変更となった場合は、変更届が必要となります。
（管理者が法令遵守責任者となっている法人は、人事異動等により変更となった際は、
業務管理体制の変更届も忘れずに届出願います。）

24



※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護サービス事業者の業務管理体制の整備について」

https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1003728.html

からダウンロード・確認

25



（５）福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表について

令和６年4月・７月・10月貸与分より新たに全国平均貸与価格及び上限価
格が適用される商品及びその価格について厚生労働省のホームページに掲
載していますので、以下を御参照いただきますようお願いします。

掲載先（厚生労働省ホームページ）ホーム> 政策について> 福祉用具
ＵＲＬ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html
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５ 介護サービス情報の公表について

「介護サービス情報の公表」制度について、詳しくはこちらをご覧ください

○ 介護サービス情報公表システム

http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/03/index.php

○ 岩手県保健福祉部長寿社会課ホームページ「介護サービス情報の公表について」

https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1003732.html
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６ 令和６年度から適用される経過措置に係る留意事項について

感染症対策の強化 業務継続に向け
た取組の強化

高齢者虐待防止の推進

委員会の開
催

感染対策委員会
※６月（施設は３月）
に１回以上開催
※流行時期随時

虐待防止検討委員会
※定期的に開催

指針/計画
の整備

感染症（施設は食中毒
含む）の予防及びまん
延防止のための指針

・感染症
・災害時
業務継続計画

虐待の防止のための指針

研修の実施 定期的（年１回（施設は年２回以上））に実施し、実施内容を記録

新規採用時
の研修

望ましい（施設は必
須）

必須

訓練 年１回（施設は年２回）以上

その他 感染対策担当者 専任の担当者

経過措置 令和６年４月１日から義務化

【全サービス共通】

28



６ 令和６年度から適用される経過措置に係る留意事項について
【全サービス共通】

無資格者への認知症介護基礎研修受講

介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解のもと、本
人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、医療・福祉
関係の資格を有さない者については、「認知症介護基礎研修」を受講させるために必
要な措置を講じること。新規採用者は、採用後１年を経過するまでに受講させること。
※令和６年４月１日から義務化

【施設系サービス】
口腔衛生管理の強化
栄養ケア・マネジメントの充実

ハラスメント対策の強化
〇事業主が講ずべき措置の具体的内容
・職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントを行ってはならない旨
の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。

・相談（苦情を含む）に応じ、適切な対応をするために必要な、相談対応の
ための担当者や窓口をあらかじめ定める等の体制を整備し、従業者に周知
すること。

※中小企業（資本金５千万円以下又は常時使用する従業員100人以下）は、令和４年４月１日から義務化

【事業主として対応する事項】

29



７ 令和７年度以降適用される経過措置に係る留意事項について
【全サービス共通】

「書面掲示」規制
の見直し

「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結
するよう、介護サービス事業者は、原則として重要事項等の情
報をウェブサイト（法人のHP又は情報公表システム上）に掲
載・公表しなければならないこととする。
※令和７年４月１日から義務化

【短期入所系サービス】

身体拘束等の適正
化

身体拘束等の適正化のための措置を義務付ける。また、身体
拘束等の適正化のための措置が講じられていない場合は、基本
報酬を減算する。
＜身体拘束等の適正化のための措置＞
・ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月
に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員そ
の他従業者に周知徹底を図ること。
・ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
・ 介護職員その他の従業者に対し、身体拘束等の適正化のた
めの研修を定期的に実施すること。
※令和７年４月１日から義務化
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７ 令和７年度以降適用される経過措置に係る留意事項について

【短期入所系・施設系サービス】

利用者の安全並び
に介護サービスの
質の確保及び職員
の負担軽減に資す
る方策を検討する
ための委員会の設
置

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図
る観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、
事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービス
の質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた
めの委員会の設置を義務付ける。
※令和９年４月１日から義務化

【特定施設入居者生活介護】

口腔衛生の管理 口腔衛生管理体制を確保するよう促すとともに、入居者
の状況に応じた適切な口腔衛生管理を求める観点から、
（介護予防）特定施設入居者生活介護における口腔衛生管
理体制加算を廃止し、同加算の算定要件の取組を一定緩和
した上で、基本サービスとして行うこととする。
※令和９年４月１日から義務化
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７ 令和７年度以降適用される経過措置に係る留意事項について

協力医療機関と
の連携

施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療
機関との連携の下でより適切な対応を行う体制を確保するた
め、以下の要件を満たす協力医療機関を定めることを義務付
ける。
＜要件＞（③については、病院に限る。）
① 入所者の症状が急変した場合等において、医師又は看護
職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常
時確保していること。
③ 入所者の症状の急変が生じた場合等において、当該施設
の医師又は協力医療機関その他の協力医療機関の医師が診療
を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則とし
て受け入れる体制を確保していること。
※令和９年４月１日から義務化

【施設系サービス】
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８ 集団運営指導、監査及び措置について

集団・運営指導 監査 措置

★目的及び検査内容
【周知の徹底】
・介護給付サービスの取
扱い
・介護報酬の請求
★頻度
運営指導：６年に１回
※施設系は３年に１回
集団指導：毎年

→行政指導として実施。
ただし、運営指導で不

正の疑いが発覚すれば、
監査に移行する。

※あくまでも「指導」を
目的として実施すること
から、事前に日程調整や
資料の作成を求める。

★目的及び検査内容
【的確な把握】
著しい運営基準違反、

不正請求、虐待等に関す
る事実関係。

→法令上の措置
事業上の行為及び事業

上の行為をするに当たり
その範囲、時期等を明ら
かにする。

※虐待等、利用者の生命
に関わる場合や、事実の
隠蔽の恐れがある場合に
は事前通告を行わずに監
査を実施したり、運営指
導から監査へ切替える場
合もある。

★勧告（行政指導）
監査の実施機関（振興

局）が監査結果を県保健
福祉部長あて報告し、知
事から勧告結果が伝達さ
れる。

★命令（勧告に従わない
場合、行政処分）
聴聞・弁明の機会が付

与され、改善命令が下さ
れる。

★指定の取消、効力の一
部又は全部の停止（行政
処分）
聴聞・弁明の機会が付

与され、処分の程度が決
定される。
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引用：厚生労働省『令和３年度介護サービス事業所等の監査及び行政処分の流れ等について』
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９ 自主返還及び返還命令について

自主返還 返還命令

運営指導・監査の結果、行政上の
処分に至らない軽微な改善を要す
ると認められ、これに係る介護給
付費の過誤が認められる場合、事
業所が自ら精査し、既に請求、受
領した介護給付費について不当に
該当する部分を自主返還するもの。

監査の結果、「偽り又は不正な行
為」があることが判明した場合は、
介護保険法２２条３項により事業
者に対し不正に受給した保険給付
として返還すべき額のほかに、当
該返還すべき額に１００分の４０
を乗じて得た額を支払うよう命じ
るもの。

（不正利得の徴収等）
第二十二条 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者があるとき
は、市町村は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することが
できる（以下省略）。
３ 市町村は、（途中省略）当該指定居宅サービス事業者等から、その支
払った額につき返還させるべき額を徴収するほか、その返還させるべき額に
百分の四十を乗じて得た額を徴収することができる。 35



引用：厚生労働省『令和３年度介護サービス事業所等の監査及び行政処分の流れ等について』

36



〈参考〉 BCP策定支援事業について
お申込み・お問い合わせ 公益財団法人 介護労働安定センター岩手支部
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ご清聴ありがとうございました。
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